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背景：フッ化物配合歯磨剤が普及し、むし歯（う蝕）が減少している国でも、むし歯の健康格差は個人や社会の

大きな負担となっている。保育園・幼稚園・小中学校・特別支援学校で実施される“学校フッ化物洗口（集団フ

ッ化物洗口）”は、むし歯予防の優れたポピュレーションアプローチであり、むし歯の健康格差を縮小させてい

る可能性がある。本研究は日本における学校フッ化物洗口と 12 歳児 1 人平均永久歯むし歯経験歯数（Decayed, 

Missing, or Filled permanent Teeth Index, DMFT 指数）の関連およびその都道府県格差との関連を明らかにす

ることを目的とした。 

 

方法：1994–2000 年に生まれた子どもに関する、複数年度の都道府県レベルの集計データを使用し、地域相関研

究をした。都道府県をレベル 2、出生年度をレベル 1 とした 2 レベルのマルチレベル線形回帰分析により、学校

フッ化物洗口を受けている児童の割合（学校フッ化物洗口普及割合）と 12 歳児 DMFT 指数（平均永久歯むし歯

経験歯数）の関連を検討した。共変量は 3 歳児 1 人平均乳歯むし歯経験歯数、歯科医師密度、都道府県の社会経

済状況などとした。 

 

結果：都道府県別の学校フッ化物洗口普及割合が高いことと 12 歳児 DMFT 指数が小さいことは有意に関連して

いた（B = -0.011; 95%信頼区間, -0.018 to -0.005）。他の変数を考慮してもなお、学校フッ化物洗口普及割合は

12 歳児 DMFT 指数の都道府県レベル分散を 25.2%説明した。学校フッ化物洗口普及割合と 3 歳児乳歯むし歯経

験歯数の間に有意な交互作用がみられ、学校フッ化物洗口普及割合と 12 歳児 DMFT 指数の負の関連は、3 歳児

乳歯むし歯経験歯数が多い都道府県で大きかった。 

 

結論：学校フッ化物洗口普及割合が高いことは、12 歳児 DMFT 指数が小さいことと有意に関連していた。子ど

もの家庭環境や社会経済状況によらずに予防効果を受けることができる学校フッ化物洗口は、比例的普遍アプロ

ーチとしてはたらき、むし歯の健康格差を縮小していた。 

 


